
　純損益については、地方公営企業会計基準の見直しに伴う退職給付引当金の一括計上等
の影響により、平成26(2014)年度に多額の純損失を計上しましたが、平成27年(2015)年
度以降、軽油価格の大幅な下落による自動車燃料費の減少や、人口の増加などを背景とし
た輸送需要の変化、ダイヤ改正・路線の新設等による乗車人員の増加などの影響により、純
利益を確保しています。

　資金については、平成26(2014)年度に資金不足となったものの、平成27(2015)年度に
は、損益の改善等から資金不足を解消しました。しかしながら、平成29(2017)年度につい
ては、賞与引当金等の資金不足額への算入猶予期間が終了したことなどから、再び資金不
足となりました。

（2）収支状況

① 純損益と資金過不足額

純損益と資金不足額の推移

15.0

10.0

5.0

0.0

▲ 5.0

▲ 10.0

▲ 40.0

▲ 45.0

7.8 8.9
6.6 7.1 6.2

1.9 1.9

▲ 2.6

0.3

▲ 0.6
▲ 3.9

3.9
2.5 2.4

純損益 資金過不足額

（億円）

（年度）

▲ 43.5

0.4

▲1.0

0.1
0.3

▲2.2

2008
（H20）

2009
（H21）

2010
（H22）

2011
（H23）

2012
（H24）

2013
（H25）

2014
（H26）

2015
（H27）

2016
（H28）

2017
（H29）

上平間営業所管理委託実施
（H20完全実施)

障害者の移動手段確保
対策事業の見直しの影響等

菅生営業所
管理委託実施

軽油価格の
大幅な下落

井田営業所
管理委託実施

賞与引当金等の
資金不足額への算入

地方公営企業
会計基準の見直しの影響

※純損益=総収益(営業収益+営業外収益+特別収益)－総費用(営業費用+営業外費用+特別損失)
→純損益がプラス(純利益)であれば黒字、マイナス(純損失)であれば赤字
※資金過不足額=資金収支の累積額を表すもので、流動負債の額から流動資産の額を控除した額を基本に算出
　(退職給付引当金は固定負債のため、資金過不足額の算出には影響しない。)

　市バス全体の正規職員数については、平成19(2007)年度以降、営業所の管理委託の実
施等により減少傾向で推移しており、平成30(2018)年度では487人となっています。

　運転手については、平成30(2018)年度では350人となっており、営業所の管理委託を実
施する前の平成18(2006)年度と比較して、189人(約35%)減少しています。

④ 職員数

正規職員数の推移
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（年度）運転手 整備員 事務・その他

上平間営業所管理委託実施
（H19一部、H20完全実施）

井田営業所管理委託実施
（菅生営業所の直営化）

菅生営業所
管理委託実施

営業所管轄路線
の見直し

480
539

35

119
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22

112

27

112
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112
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26
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448 426 419 401 385 381 382 383 385 366 350

693

629
589

563 555 539 525 521 516 522 524 504 487

※各年度４月１日時点での現在員数（再任用含む）
※高速鉄道建設本部は除く
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　貸切バス事業については、川崎競輪・競馬の輸送をはじめ、市内の小・中学校の社会見学
や遠足、野外ロックフェス等の市内で開催されるイベント輸送などで利用されています。

　貸切乗車料収入については、これまで概ね横ばいで推移していましたが、平成29(2017)
年度から新たに競馬輸送を受託したことなどから大幅に増加しました。

　乗車人員については、概ね貸切乗車料収入に連動して推移しており、平成29(2017)年
度では約38万3千人となっています。

③ 貸切バス事業の乗車料収入と乗車人員

貸切バス事業の乗車料収入と乗車人員の推移
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1,123 618

1,033
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1,115
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1,054
330
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2,893 3,274

2,464 2,226 2,201 2,189 2,331

4,220

競輪輸送における
受託車両数の減少 競馬輸送の実施

その他競輪（競馬） 乗車人員（全体）

238
220

248
276

254 267 256
229 230

383

　乗合乗車料収入については、近年増加傾向で推移しており、平成29(2017)年度では約
79.5億円となっています。これは、臨海部の企業進出に伴う輸送需要への対応や、北部地
域の輸送需要への対応、また平成26(2014)年度以降に実施した路線の新設・見直し等も
影響しているものと考えられます。

　乗車人員については、概ね乗合乗車料収入に連動して増加傾向で推移しており、平成29
(2017)年度では約4,974万人となっています。

② 乗合バス事業の乗車料収入と乗車人員

乗合バス事業の乗車料収入と乗車人員の推移
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（年度）
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2014
（H26）

2015
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2016
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景気後退（リーマンショック）
による影響等

臨海部の企業進出に伴う輸送需要への対応や、
北部地域の輸送需要への対応による効果等

4,735 4,562 4,498 4,738 4,705 4,619 4,812 4,908 4,874 4,974
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　減価償却費については、バス車両分が大部分を占めており、バス車両更新数に応じて影
響が生じます。平成26(2014)年度以降は、バス車両使用年数の延長によるバス車両更新
数の減少に伴い減価償却費が減少傾向で推移しています。今後はバス車両更新数の増加
に伴う減価償却費の増嵩が見込まれます。

⑥ 減価償却費

　営業所の管理委託料については、管理委託規模の拡大に伴い増嵩しています。また、管
理委託しているバス1両当たりの委託料を見ると、増加傾向で推移しており、これは受託事
業者の人件費の増嵩等によるものです。

⑦ 管理委託料

減価償却費の推移

2008
（H20）

2009
（H21）

2010
（H22）

2011
（H23）

2012
（H24）

2013
（H25）

2014
（H26）

2015
（H27）

2016
（H28）

2017
（H29）

9.0
8.0
7.0
6.0
5.0
4.0
3.0
2.0
1.0
0.0

90
80
70
60
50
40
30
20
10
0

（億円）
減価償却費

（両）
更新車両数

（年度）

0.9
1.0 1.0 1.0

1.4 1.5

1.3
1.1 1.3

0.8

車両分 その他分 購入車両数

38
44 42

36

7 11
3 1 6 5

6.1 6.4 6.8 7.0 6.9

5.1
4.6

2.9 1.8 1.5

7.0 7.2
7.9 8.1 7.9

6.5 6.1

4.3
2.9 2.7

営業所の管理委託料の推移
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管理委託料 1両当たりの委託料

（億円） （万円）

（年度）

管理委託料
1両当たりの
委託料

1,254 1,254 1,244 1,303 1,423 1,435 1,439 1,463 1,511 1,562

9.0 9.0 9.0
13.3 14.2 14.4 14.4 14.6 15.1

18.6

上平間営業所管理委託実施
（H20完全実施）

菅生営業所
管理委託実施

上平間営業所第3期・
井田営業所管理委託実施

上平間営業所第2期
管理委託実施

　人件費については、平成29(2017)年度では約52.1億円となっており、営業所の管理委
託を実施する前の平成18(2006)年度と比較して約13.6億円(約21%)の抑制を図ってきま
した。

④ 人件費

人件費の推移
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上平間営業所管理委託実施
（H19一部、H20完全実施）

井田営業所管理委託実施
（菅生営業所の直営化）

菅生営業所
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※退職給与金及び退職給付費は除く

　燃料費については、軽油価格により大きく変動し、過去10年間における燃料費の推移を
見ると、単年度約2億円近い影響が生じています。なお、市バス事業においては、軽油価格1
円/L当たり年間約500万円の変動が生じることから、財政収支に大きな影響を与える要素
となっています。

⑤ 燃料費

燃料費の推移
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1,286 1,286 1,318 1,346 1,336 1,350 1,372 1,361 1,353 1,355

※軽油価格は消費税抜き、軽油引取税込みの価格
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　減価償却費については、バス車両分が大部分を占めており、バス車両更新数に応じて影
響が生じます。平成26(2014)年度以降は、バス車両使用年数の延長によるバス車両更新
数の減少に伴い減価償却費が減少傾向で推移しています。今後はバス車両更新数の増加
に伴う減価償却費の増嵩が見込まれます。

⑥ 減価償却費

　営業所の管理委託料については、管理委託規模の拡大に伴い増嵩しています。また、管
理委託しているバス1両当たりの委託料を見ると、増加傾向で推移しており、これは受託事
業者の人件費の増嵩等によるものです。

⑦ 管理委託料

減価償却費の推移

2008
（H20）

2009
（H21）

2010
（H22）

2011
（H23）

2012
（H24）

2013
（H25）

2014
（H26）

2015
（H27）

2016
（H28）

2017
（H29）

9.0
8.0
7.0
6.0
5.0
4.0
3.0
2.0
1.0
0.0

90
80
70
60
50
40
30
20
10
0

（億円）
減価償却費

（両）
更新車両数

（年度）

0.9
1.0 1.0 1.0

1.4 1.5

1.3
1.1 1.3

0.8

車両分 その他分 購入車両数

38
44 42

36

7 11
3 1 6 5

6.1 6.4 6.8 7.0 6.9

5.1
4.6

2.9 1.8 1.5

7.0 7.2
7.9 8.1 7.9

6.5 6.1

4.3
2.9 2.7

営業所の管理委託料の推移

2008
（H20）

2009
（H21）

2010
（H22）

2011
（H23）

2012
（H24）

2013
（H25）

2014
（H26）

2015
（H27）

2016
（H28）

2017
（H29）

25.0

20.0

15.0

10.0

5.0

0.0

2,000

1,500

1,000

500

0

管理委託料 1両当たりの委託料

（億円） （万円）

（年度）

管理委託料
1両当たりの
委託料

1,254 1,254 1,244 1,303 1,423 1,435 1,439 1,463 1,511 1,562

9.0 9.0 9.0
13.3 14.2 14.4 14.4 14.6 15.1

18.6

上平間営業所管理委託実施
（H20完全実施）

菅生営業所
管理委託実施

上平間営業所第3期・
井田営業所管理委託実施

上平間営業所第2期
管理委託実施

　人件費については、平成29(2017)年度では約52.1億円となっており、営業所の管理委
託を実施する前の平成18(2006)年度と比較して約13.6億円(約21%)の抑制を図ってきま
した。

④ 人件費

人件費の推移

70.0

60.0

50.0

40.0

30.0

20.0

10.0

0.0

（億円）

（年度）

2008
（H20）

2007
（H19）

2006
（H18）

2009
（H21）

2010
（H22）

2011
（H23）

2012
（H24）

2013
（H25）

2014
（H26）

2015
（H27）

2016
（H28）

2017
（H29）

65.7
60.0

53.8 53.3 54.7 52.4 52.6 53.2 53.8 53.8 54.5 52.1

上平間営業所管理委託実施
（H19一部、H20完全実施）

井田営業所管理委託実施
（菅生営業所の直営化）

菅生営業所
管理委託実施

※退職給与金及び退職給付費は除く

　燃料費については、軽油価格により大きく変動し、過去10年間における燃料費の推移を
見ると、単年度約2億円近い影響が生じています。なお、市バス事業においては、軽油価格1
円/L当たり年間約500万円の変動が生じることから、財政収支に大きな影響を与える要素
となっています。

⑤ 燃料費

燃料費の推移

8.0
7.0
6.0
5.0
4.0
3.0
2.0
1.0
0.0

1,600
1,400
1,200
1,000
800
600
400
200
0

燃料費 走行キロ軽油単価（円/L）

燃料費
（億円）

走行キロ
（万km）

（年度）

2008
（H20）

2009
（H21）

2010
（H22）

2011
（H23）

2012
（H24）

2013
（H25）

2014
（H26）

2015
（H27）

2016
（H28）

2017
（H29）

5.2
4.0 4.5

5.2 5.1 5.7 5.8

4.4 3.9
4.6

105.0

80.1
87.5

100.5 98.2
108.2 107.3

80.7
71.8

83.9

1,286 1,286 1,318 1,346 1,336 1,350 1,372 1,361 1,353 1,355

※軽油価格は消費税抜き、軽油引取税込みの価格
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（3）経営状況

　当該年度において、経常収益で経常費用をどの程度賄えているかを表しています。経常
収支が均衡していることを示す100%前後で推移しており、公営企業平均値と比べても概
ね同水準で推移しています。

① 経常収支比率

経常収支比率の推移

　当該年度において、営業収益で営業費用をどの程度賄えているかを表しています。一般
会計からの適正な公共負担(営業外収益)の下で、公共施設や民営バスでは対応が難しい地
域への交通手段の確保など、公共性の高い路線を運行していることなどから100%未満で
推移しています。また、公営企業平均値を下回っているものの、その差は縮小傾向にあります。

② 営業収支比率

営業収支比率の推移

2014
（H26）

2015
（H27）

2016
（H28）

2017
（H29）

100.0

95.0

90.0

85.0

80.0

75.0

70.0

（%）

（年度）

川崎市

公営企業平均値

93.3
95.5 94.2

84.9

89.4 88.4 89.0

94.0

2014
（H26）

2015
（H27）

2016
（H28）

2017
（H29）

110.0

105.0

100.0

95.0

90.0

85.0

80.0

（%）

（年度）

川崎市

公営企業平均値
102.8

104.1 103.5

99.6
104.4 102.8 102.6

103.3

　これまでバス車両の使用年数は12年としていましたが、平成25(2013)年度に自動車
NOx・PM法の適合車への全車更新が完了したことから使用年数の延長を行いました。その
ため、平均車齢の上昇に伴い、車両修繕費も増加傾向で推移しています。

⑧ 車両修繕費

　広告料収入については、主にバス車両のラッピング広告、車内音声広告、車内額面広告に
より収入を確保しています。平成27(2015)年度以降は、大口広告事業者のラッピング広告
の解約等により、減少傾向で推移しています。

⑨ 広告料収入

車両修繕費の推移

2008
（H20）

2009
（H21）

2010
（H22）

2011
（H23）

2012
（H24）

2013
（H25）

2014
（H26）

2015
（H27）

2016
（H28）

2017
（H29）

4.0
3.5
3.0
2.5
2.0
1.5
1.0
0.5
0.0

車両修繕費 平均車齢(在籍車両数）

（億円）

（年度）

自動車ＮＯx・PM法の適合車
に全車更新完了

2.2 2.3 2.4 2.5 2.7 2.7
2.9

3.2
3.5 3.5

6年3か月
（319両）

5年9か月
（319両） 5年2か月

（324両） 4年7か月
（326両）

4年4か月
（327両）

5年1か月
（328両）

5年9か月
（335両）

6年9か月
（338両）

7年7か月
（335両）

8年5か月
（339両）

※貸切事業（５両分）を除く

広告料収入の推移

12,000

10,000

8,000

6,000

4,000

2,000

0

ラッピング広告 車内音声広告 車内額面広告 その他

（万円：税込）

（年度）

2008
（H20）

2009
（H21）

2010
（H22）

2011
（H23）

2012
（H24）

2013
（H25）

2014
（H26）

2015
（H27）

2016
（H28）

2017
（H29）

4,701 3,541 4,005 5,103 4,556 4,065 3,488 3,145 1,981 1,966

1,923
1,901 1,884

1,913 1,912 1,834 2,049 2,118
2,146 2,177

1,567
1,538 1,324

1,200 1,179
1,038 1,191 1,059

984 1,108

2,627
2,394 2,346

2,213 2,334 2,192 2,458 2,528
2,532 2,324

10,817
9,374 9,559

10,428 9,980
9,129 9,185 8,849

7,643 7,574
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（3）経営状況

　当該年度において、経常収益で経常費用をどの程度賄えているかを表しています。経常
収支が均衡していることを示す100%前後で推移しており、公営企業平均値と比べても概
ね同水準で推移しています。

① 経常収支比率

経常収支比率の推移

　当該年度において、営業収益で営業費用をどの程度賄えているかを表しています。一般
会計からの適正な公共負担(営業外収益)の下で、公共施設や民営バスでは対応が難しい地
域への交通手段の確保など、公共性の高い路線を運行していることなどから100%未満で
推移しています。また、公営企業平均値を下回っているものの、その差は縮小傾向にあります。

② 営業収支比率

営業収支比率の推移
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　これまでバス車両の使用年数は12年としていましたが、平成25(2013)年度に自動車
NOx・PM法の適合車への全車更新が完了したことから使用年数の延長を行いました。その
ため、平均車齢の上昇に伴い、車両修繕費も増加傾向で推移しています。

⑧ 車両修繕費

　広告料収入については、主にバス車両のラッピング広告、車内音声広告、車内額面広告に
より収入を確保しています。平成27(2015)年度以降は、大口広告事業者のラッピング広告
の解約等により、減少傾向で推移しています。

⑨ 広告料収入

車両修繕費の推移
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車両修繕費 平均車齢(在籍車両数）
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自動車ＮＯx・PM法の適合車
に全車更新完了
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6年3か月
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※貸切事業（５両分）を除く

広告料収入の推移
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（万円：税込）

（年度）

2008
（H20）

2009
（H21）

2010
（H22）

2011
（H23）

2012
（H24）

2013
（H25）

2014
（H26）

2015
（H27）

2016
（H28）

2017
（H29）
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984 1,108

2,627
2,394 2,346

2,213 2,334 2,192 2,458 2,528
2,532 2,324

10,817
9,374 9,559

10,428 9,980
9,129 9,185 8,849

7,643 7,574

23

資
　
料
　
編

計
画
の
策
定
に
当
た
っ
て

２
章
市
バ
ス
事
業
の
現
状
と
課
題
等

３
章
計
画
の
基
本
的
な
考
え
方

４
章
目
標
達
成
に
向
け
た
取
組

５
章
計
画
の
着
実
な
推
進
に
向
け
て

６
章
計
画
期
間
中
の
財
政
収
支
計
画

資
　
料
　
編

計
画
の
策
定
に
当
た
っ
て

２
章
市
バ
ス
事
業
の
現
状
と
課
題
等

３
章
計
画
の
基
本
的
な
考
え
方

４
章
目
標
達
成
に
向
け
た
取
組

５
章
計
画
の
着
実
な
推
進
に
向
け
て

６
章
計
画
期
間
中
の
財
政
収
支
計
画

１
章

１
章



　利用者がバスを1回利用するに当たり、一般会計等の他会計がどれだけ負担しているか
を表しています。利用者1回当たりの他会計負担額については、一般会計からの適正な公共
負担の下で、公共施設や民営バスでは対応が難しい地域への交通手段の確保など、公共性
の高い路線を運行していることなどから、公営企業平均値と比較して高い比率で推移して
います。

⑤ 利用者１回当たりの他会計負担額等

　経常費用が一般会計等の他会計の負担によってどの程度賄われているか表しています。
利用者1回当たりの他会計負担額と同様に、一般会計からの適正な公共負担の下で、公共
性の高い路線を運行していることなどから、公営企業平均値と比較して高い比率で推移し
ています。

⑥ 他会計負担比率

利用者1回当たりの他会計負担額・運行経費の推移

他会計負担比率の推移

2014
（H26）

2015
（H27）

2016
（H28）

2017
（H29）

25.0

20.0

15.0

10.0

5.0

0.0

（%）

（年度）

川崎市

公営企業平均値

12.9 13.5 13.2 12.7

8.7 7.7 8.1 8.0

2014
（H26）

2015
（H27）

2016
（H28）

2017
（H29）

200.0

150.0

100.0

50.0

0.0

（円）

（年度）

川崎市
（他会計負担額）

川崎市
（運行経費）

公営企業平均値
（他会計負担額）

公営企業平均値
（運行経費）

15.7 13.6 14.6 14.524.5

190.4 180.6 184.7 183.3

24.4 24.4 23.2

181.8 177.3 180.0 180.1

　短期的な債務の支払能力を表しています。公営企業平均値を下回っているものの、平成
27(2015)年度以降、企業債償還に係る債務の減少や現金預金の増加等により増加傾向で
推移しています。

③ 流動比率

　事業の規模に対する累積欠損金の状況を表しています。平成26(2014)年度の地方公営
企業会計基準の見直しに伴い、引当金の計上が義務化され、引当不足額を一括計上したこ
とから、多額の累積欠損金が生じましたが、平成27(2015)年度以降は資本剰余金の処分
や純利益の計上等により改善傾向にあります。また、公営企業平均値と比べても低い比率
で推移しています。

④ 累積欠損金比率

流動比率の推移

累積欠損金比率の推移

2014
（H26）

2015
（H27）
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（H28）

2017
（H29）

160.0

140.0

120.0

100.0

80.0

60.0

40.0

（%）

（年度）

川崎市

公営企業平均値

58.4 60.9

79.1

96.5 97.7 100.0

156.7

71.4
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120.0

100.0

80.0

60.0

40.0

20.0

0.0

（%）

（年度）

川崎市
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　利用者がバスを1回利用するに当たり、一般会計等の他会計がどれだけ負担しているか
を表しています。利用者1回当たりの他会計負担額については、一般会計からの適正な公共
負担の下で、公共施設や民営バスでは対応が難しい地域への交通手段の確保など、公共性
の高い路線を運行していることなどから、公営企業平均値と比較して高い比率で推移して
います。

⑤ 利用者１回当たりの他会計負担額等

　経常費用が一般会計等の他会計の負担によってどの程度賄われているか表しています。
利用者1回当たりの他会計負担額と同様に、一般会計からの適正な公共負担の下で、公共
性の高い路線を運行していることなどから、公営企業平均値と比較して高い比率で推移し
ています。

⑥ 他会計負担比率

利用者1回当たりの他会計負担額・運行経費の推移

他会計負担比率の推移
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　短期的な債務の支払能力を表しています。公営企業平均値を下回っているものの、平成
27(2015)年度以降、企業債償還に係る債務の減少や現金預金の増加等により増加傾向で
推移しています。

③ 流動比率

　事業の規模に対する累積欠損金の状況を表しています。平成26(2014)年度の地方公営
企業会計基準の見直しに伴い、引当金の計上が義務化され、引当不足額を一括計上したこ
とから、多額の累積欠損金が生じましたが、平成27(2015)年度以降は資本剰余金の処分
や純利益の計上等により改善傾向にあります。また、公営企業平均値と比べても低い比率
で推移しています。

④ 累積欠損金比率

流動比率の推移
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　車両1台の乗車定員に対する平均輸送人員の割合であり、バスの定員当たりでどの程度
乗車しているかを表しています。路線の新設・見直しなどの輸送需要に対応した運行を行う
ことにより、増加傾向で推移しています。また、公営企業平均値と比較しても高い水準にあ
ります。

⑨ 乗車効率

乗車効率の推移

2014
（H26）

2015
（H27）

2016
（H28）

2017
（H29）
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0.0

（%）

（年度）

川崎市

公営企業平均値18.0 18.4 18.5 18.8

17.4
17.7 18.0 18.4

　料金収入に対する企業債残高の割合であり、企業債残高の規模を表しています。バス車
両使用年数の延長に伴う車両更新に係る企業債借入の減少など、投資の抑制を図ったこと
などから、平成27(2015)年度以降は10%以下で推移しています。このため、公営企業平均
値と比較して低い比率で推移しています。

⑦ 企業債残高対料金収入比率

　有形固定資産のうち償却対象資産の減価償却がどの程度進んでいるかを表しています。
バス車両使用年数の延長等により保有資産の減価償却が進み、既に高い水準に到達して
いることから近年は横ばいで推移しています。また、公営企業平均値を上回って推移してい
ることなどを勘案すると、営業所施設の老朽化への対応やバス車両の更新など、保有資産
の計画的な更新等に備える必要があります。

⑧ 有形固定資産減価償却率

企業債残高対料金収入比率の推移

有形固定資産減価償却率の推移
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　車両1台の乗車定員に対する平均輸送人員の割合であり、バスの定員当たりでどの程度
乗車しているかを表しています。路線の新設・見直しなどの輸送需要に対応した運行を行う
ことにより、増加傾向で推移しています。また、公営企業平均値と比較しても高い水準にあ
ります。

⑨ 乗車効率

乗車効率の推移
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　料金収入に対する企業債残高の割合であり、企業債残高の規模を表しています。バス車
両使用年数の延長に伴う車両更新に係る企業債借入の減少など、投資の抑制を図ったこと
などから、平成27(2015)年度以降は10%以下で推移しています。このため、公営企業平均
値と比較して低い比率で推移しています。

⑦ 企業債残高対料金収入比率

　有形固定資産のうち償却対象資産の減価償却がどの程度進んでいるかを表しています。
バス車両使用年数の延長等により保有資産の減価償却が進み、既に高い水準に到達して
いることから近年は横ばいで推移しています。また、公営企業平均値を上回って推移してい
ることなどを勘案すると、営業所施設の老朽化への対応やバス車両の更新など、保有資産
の計画的な更新等に備える必要があります。

⑧ 有形固定資産減価償却率

企業債残高対料金収入比率の推移

有形固定資産減価償却率の推移
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　区別人口では、多摩区は平成32(2020)年をピークに減少過程に移行することが想定さ
れ、川崎区・幸区・麻生区については、市と同じ平成42(2030)年をピークに減少過程に移
行することが想定されています。また、高津区・宮前区については平成47(2035)年、中原区
については平成52(2040)年をピークに減少過程に移行することが想定されています。

　本計画期間においては、引き続き、総人口の増加が予測されており、市域全体における輸
送需要の高まりへの対応が求められています。

　また、人口の増加と平均寿命の伸長により、平成32(2020)年には、人口の約21%が65
歳以上となり「超高齢社会」を迎えるなど、高齢者人口と高齢化率が増加・上昇傾向にあり
ます。

　このため、これまで以上にバスを利用する高齢者が増加することから、高齢者の利用し
やすいバス利用環境の整備や、さらなる安全対策の充実などが求められています。

将来人口推計（区別）

川崎区

幸区

中原区

高津区

宮前区

多摩区

麻生区
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（年）

市バス事業を取り巻く環境の変化と課題2

　全国的に人口が減少に転じる中、本市は、首都圏の中心に位置する立地優位性や交通利
便性に加え、豊富な文化芸術資源などといった川崎の魅力が、多くの人々に選ばれている要
因となり、活力ある都市として人口の増加が続き、その結果、平成29(2017)年4月には150
万人を超えることとなりました。

　本市の将来人口推計では、少子高齢化の進展、将来的な人口減少への転換、生産年齢人
口の減少が予測されています。

　年少人口(0歳~14歳)は、平成42(2030)年まで増加を続け、20.2万人をピークとしてそ
の後減少過程に移行します。生産年齢人口(15歳~64歳)は平成37(2025)年の102.8万人
をピークとしてその後減少過程に移行します。老年人口(65歳以上)は今後増加を続け、平
成32(2020)年には32.2万人(総人口の21%)、平成72(2060)年には50.4万人(同35%)に
なると想定されています。

（1）社会環境の変化

① 川崎市の人口動向

将来人口推計
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　区別人口では、多摩区は平成32(2020)年をピークに減少過程に移行することが想定さ
れ、川崎区・幸区・麻生区については、市と同じ平成42(2030)年をピークに減少過程に移
行することが想定されています。また、高津区・宮前区については平成47(2035)年、中原区
については平成52(2040)年をピークに減少過程に移行することが想定されています。

　本計画期間においては、引き続き、総人口の増加が予測されており、市域全体における輸
送需要の高まりへの対応が求められています。

　また、人口の増加と平均寿命の伸長により、平成32(2020)年には、人口の約21%が65
歳以上となり「超高齢社会」を迎えるなど、高齢者人口と高齢化率が増加・上昇傾向にあり
ます。

　このため、これまで以上にバスを利用する高齢者が増加することから、高齢者の利用し
やすいバス利用環境の整備や、さらなる安全対策の充実などが求められています。
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市バス事業を取り巻く環境の変化と課題2

　全国的に人口が減少に転じる中、本市は、首都圏の中心に位置する立地優位性や交通利
便性に加え、豊富な文化芸術資源などといった川崎の魅力が、多くの人々に選ばれている要
因となり、活力ある都市として人口の増加が続き、その結果、平成29(2017)年4月には150
万人を超えることとなりました。

　本市の将来人口推計では、少子高齢化の進展、将来的な人口減少への転換、生産年齢人
口の減少が予測されています。

　年少人口(0歳~14歳)は、平成42(2030)年まで増加を続け、20.2万人をピークとしてそ
の後減少過程に移行します。生産年齢人口(15歳~64歳)は平成37(2025)年の102.8万人
をピークとしてその後減少過程に移行します。老年人口(65歳以上)は今後増加を続け、平
成32(2020)年には32.2万人(総人口の21%)、平成72(2060)年には50.4万人(同35%)に
なると想定されています。

（1）社会環境の変化
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　本市では「川崎インバウンド等誘客推進協議会」を設立するなど、東京2020オリンピッ
ク・パラリンピック競技大会を好機としたインバウンド等の誘客に向けた取組が進められて
います。

　こうした状況の中、バス事業者として、インバウンド等の誘客施策への対応や、訪日外国
人旅行者等の移動円滑化に向けた対応が求められています。

　また、羽田空港に近接する立地特性を活かし、川崎駅周辺から観光地へのアクセスな
ど、インバウンド観光を含めた新たな需要の可能性も期待できると考えられます。

市内宿泊施設における外国人の年間宿泊客数の推移（推計値）
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　訪日外国人旅行者数は、平成28(2016)年に2,000万人を超え、平成30(2018)年には
3,000万人を突破しました。こうした状況の中、政府は東京2020オリンピック・パラリン
ピック競技大会が開催される平成32(2020)年には4,000万人、平成42(2030)年には
6,000万人を目標に掲げました。

　川崎市内の宿泊施設における外国人の年間宿泊客数は、平成29(2017)年度には約22
万人となっており、平成26(2014)年度と比較して約7万人(約47%)増加しています。

② インバウンド等の誘客

訪日外国人旅行者数の推移と今後の目標
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川崎市の都市構造イメージ

人が集まり、都市の活力を高める、いわば川崎の「顔」となる「広域拠点」
産業振興の核となり、我が国の経済をけん引する「臨空・臨海都市拠点」
それぞれのエリアで市民生活の中心となる「地域生活拠点」

基 本
凡 例 大規模な公園緑地 農業振興地域 土地区画整理事業実施区域

放射状鉄道網 多摩丘陵生活行動圏

路線バス本数（100本以上）

広域拠点 地域生活拠点臨空・臨海都市拠点方 針

羽田空港

浜川崎駅
周辺地域

鷺沼・宮前平駅
周辺地区

小杉駅
周辺地区

新百合ヶ丘駅
周辺地区

登戸・向ケ丘遊園駅
周辺地区

溝口駅周辺地区

新川崎・鹿島田駅
周辺地区

川崎港

川崎駅
周辺地区

殿町・大師河原地域

　本市では、「広域拠点」「臨空・臨海都市拠点」の整備等により『魅力と活力にあふれた広
域調和型まちづくり』の推進や、「地域生活拠点」等の整備をはじめとした『身近な地域が
連携した住みやすく暮らしやすいまちづくり』を推進するなど、『広域調和・地域連携型』の
都市構造をめざしてまちづくりに取り組んでいます。

　こうした中、市バスは、北部地域や臨海部における都市基盤整備の進捗に合わせた交通
アクセスの向上とともに、駅を中心とした利便性の向上や交通結節点機能の強化への対応
など、将来にわたって市民生活を支える公共交通の強化が求められています。

　また、身近な地域の交通を支える持続可能な公共交通ネットワークの形成を図るため、
駅などへのアクセス向上は路線バスによる対応を基本とし、地域の特性やニーズに応じた
取組を進めるなど、川崎市総合都市交通計画と連携した事業運営を図る必要があります。

　さらに、川崎臨海部の持続的な発展を支え価値を向上させる交通機能の強化を図るな
ど、臨海部ビジョンの実現に向けた取組を進めていく必要があります。

　こうした事業を推進していくためには、バス事業者として駅前広場等におけるバスバース
の確保や拡充等が必要となることもあるため、将来のバスネットワークを見据えた駅前広
場の整備・再編について、関係機関等と連携した取組を進める必要があります。

③ まちづくりに合わせた公共交通の整備
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　大型自動車第二種免許保有者数については、平成29（2017）年に約92万人となり、10
年で約19万人（約17％）減少しています。

　また、50歳未満の免許保有者は、10年で約9万人（50歳未満の約31％）減少し、高齢化
が進展しています。

　国では、平成25（2013）年に「バスの運転者の確保及び育成に向けた検討会」を設置し、
運転手の安定的な確保及び育成に向けた課題や対策について取りまとめました。

　市バスでは、大型自動車第二種免許保有者の高齢化を踏まえ、平成29（2017）年度の採
用選考から受験資格年齢を48歳未満から50歳未満に拡大するなど、人材確保に向けた取
組を進めてきました。

　今後、市バス運転手の定年退職者数の増加や、全国的にバス運転手が不足している状況
等を踏まえ、運転手の確保・育成に向けた取組の充実が必要です。

（2）事業環境の変化

① 運転手の確保

全国の大型自動車第二種免許保有者数の推移
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　市バスでは、ICカード乗車券のサービス開始以降、ICカード乗車券による利用者が年々
増加傾向で推移し、平成29（2017）年度の利用率は86．7％と9割近い方がICカード乗車
券で市バスを利用しています。
（特別乗車証などの市施策による紙式乗車券は除く。）

　今後については、各種乗車券の利用動向やＩＣカード乗車券を取り巻く環境の変化、情報
通信技術の進展等を踏まえて、お客様に分かりやすく利用しやすい乗車券制度を検討して
いく必要があります。

④ 情報通信技術の進展

市バスの乗車料収入におけるIC化率の推移
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　大型自動車第二種免許保有者数については、平成29（2017）年に約92万人となり、10
年で約19万人（約17％）減少しています。
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等を踏まえ、運転手の確保・育成に向けた取組の充実が必要です。
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　これまで、市バス車両の定期点検（3か月、6か月、9か月）や車検については、民間整備事
業者への外部委託で対応してきました。

　近年、自動車整備業界における人材不足は深刻な問題となっており、市バスの定期点検・
車検の委託業務を受注できる民間整備事業者数は減少傾向にあります。

　こうした状況の中、平成29（2017）年度から、定期点検業務を自家化し、安定的な車両
整備体制を確保してきましたが、今後もさらなる民間整備事業者の減少が見込まれる状況
においては、これまで外部委託で対応していた車両整備業務を自家化するとともに、自家化
業務を確実に実施するための人材の確保や技術継承、施設環境の整備など、安定的・計画
的な車両整備・点検に向けた取組が必要です。

　また、近年、自動車の安全・環境性能の向上に伴い、バス車両の電子制御による新技術の
利用が拡大していることを踏まえ、車両整備技術の高度化等に的確に対応していくため、整
備員の技能向上等に向けた人材育成の推進が重要です。

③ バス車両の維持管理

民間整備事業者数の推移
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※市バスの定期点検・車検の委託業務に係る契約業者数

　自動車整備士資格を取得するための登録試験（自動車整備技能登録試験）の申請者数
については、平成29（2017）年に44，728人となっており、10年で約10，526人（約19％）
減少しています。

　この背景には、少子化に加え、若者の自動車離れ等の若年者における意識変化なども影
響しているものと考えられ、今後、自動車の安全を支える車両整備・点検を担う人材の確保
がますます難しくなっていくものと予測されています。

　国では、平成27（2015）年に「自動車整備人材の確保・育成に関する検討会」を設置し、
自動車整備業の実態及び人材確保・育成のための課題と、その課題に対応する取組事例等
について取りまとめました。

　今後、バス車両整備・点検を取り巻く環境の変化や全国的に自動車整備士が不足してい
る状況等を踏まえ、整備員の確保・育成に向けた取組が必要です。

② 整備員の確保

全国の自動車整備技能登録試験申請者数の推移
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　こうした状況の中、上平間営業所については築50年を超え、最も老朽化が進行している
ことに加え、現行の建築基準法施行以前に建てられたため、十分な耐震性能が確保されて
いないことや、耐震補強を行うための基礎耐力が不足していることなどから、営業所建替え
整備に着手しました。今後は、整備場棟や外構等の関係施設の整備について、営業を継続
しつつ円滑に進めていく必要があります。

　臨海部地域の輸送サービスを支える塩浜営業所については、築44年経過し、施設の老
朽化が進行していることに加え、臨海部における輸送需要や民間整備事業者の減少に伴う
車検整備の自家化など、事業を取り巻く環境の変化等に対応していくため、建替え整備に
向けた検討が必要です。

　また、北部地域の輸送サービスを支える鷲ヶ峰営業所と菅生営業所については、市営住
宅との合築施設のため、車庫スペースやバス整備機能等に限界があります。今後見込まれ
る人口増加や高齢化の進展、鷺沼駅周辺再編整備等の都市基盤整備、民間整備事業者の
減少に伴う車検整備の自家化など、事業を取り巻く環境の変化等に対応していくためには、
車庫スペースを含めた事業用地の確保について検討することが必要です。

　市バスは、5つの営業所を拠点として、現在の市バスネットワークを維持しています。各営
業所の築年数は30年から50年を経過し、安定的な輸送サービスを支える施設・設備等の
老朽化が進行しています。

　事業基盤となる営業所については、設備等の安定稼働に必要な維持管理を行いつつ、中
長期的な財政負担を踏まえ、建替え等の計画的な整備が必要です。

④ 営業所施設等の老朽化

※築年数は平成31（2019）年4月1日時点
※市バス輸送人員のシェア率は平成29（2017）年度

●築年月：昭和49（1974）年8月【築44年】
●市バス輸送人員のシェア率：約29％
●津波浸水予測区域に該当

●築年月：平成31（2019）年1月
●市バス輸送人員のシェア率：約21％
●平成30（2018）年度に営業所事務所棟改築工事完了

●築年月：昭和54（1979）年8月【築39年】
●市バス輸送人員のシェア率：約10％
●市営住宅と合築施設

●築年月：昭和47（1972）年3月【築47年】
●市バス輸送人員のシェア率：約28％
●市営住宅と合築施設（地下車庫）

●築年月：昭和59（1984）年4月【築34年】
●市バス輸送人員のシェア率：約12％

名  称 概  要 施設写真

●4

●5

●3

●2

●1 塩 浜 営 業 所

上平間営業所

井 田 営 業 所

菅 生 営 業 所

鷲ヶ峰営業所

1
234

5

営業所施設の概要
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　こうした状況の中、上平間営業所については築50年を超え、最も老朽化が進行している
ことに加え、現行の建築基準法施行以前に建てられたため、十分な耐震性能が確保されて
いないことや、耐震補強を行うための基礎耐力が不足していることなどから、営業所建替え
整備に着手しました。今後は、整備場棟や外構等の関係施設の整備について、営業を継続
しつつ円滑に進めていく必要があります。

　臨海部地域の輸送サービスを支える塩浜営業所については、築44年経過し、施設の老
朽化が進行していることに加え、臨海部における輸送需要や民間整備事業者の減少に伴う
車検整備の自家化など、事業を取り巻く環境の変化等に対応していくため、建替え整備に
向けた検討が必要です。

　また、北部地域の輸送サービスを支える鷲ヶ峰営業所と菅生営業所については、市営住
宅との合築施設のため、車庫スペースやバス整備機能等に限界があります。今後見込まれ
る人口増加や高齢化の進展、鷺沼駅周辺再編整備等の都市基盤整備、民間整備事業者の
減少に伴う車検整備の自家化など、事業を取り巻く環境の変化等に対応していくためには、
車庫スペースを含めた事業用地の確保について検討することが必要です。

　市バスは、5つの営業所を拠点として、現在の市バスネットワークを維持しています。各営
業所の築年数は30年から50年を経過し、安定的な輸送サービスを支える施設・設備等の
老朽化が進行しています。

　事業基盤となる営業所については、設備等の安定稼働に必要な維持管理を行いつつ、中
長期的な財政負担を踏まえ、建替え等の計画的な整備が必要です。

④ 営業所施設等の老朽化

※築年数は平成31（2019）年4月1日時点
※市バス輸送人員のシェア率は平成29（2017）年度

●築年月：昭和49（1974）年8月【築44年】
●市バス輸送人員のシェア率：約29％
●津波浸水予測区域に該当

●築年月：平成31（2019）年1月
●市バス輸送人員のシェア率：約21％
●平成30（2018）年度に営業所事務所棟改築工事完了

●築年月：昭和54（1979）年8月【築39年】
●市バス輸送人員のシェア率：約10％
●市営住宅と合築施設

●築年月：昭和47（1972）年3月【築47年】
●市バス輸送人員のシェア率：約28％
●市営住宅と合築施設（地下車庫）

●築年月：昭和59（1984）年4月【築34年】
●市バス輸送人員のシェア率：約12％

名  称 概  要 施設写真

●4

●5

●3

●2

●1 塩 浜 営 業 所

上平間営業所

井 田 営 業 所

菅 生 営 業 所

鷲ヶ峰営業所

1
234

5

営業所施設の概要

39

資
　
料
　
編

計
画
の
策
定
に
当
た
っ
て

２
章
市
バ
ス
事
業
の
現
状
と
課
題
等

３
章
計
画
の
基
本
的
な
考
え
方

４
章
目
標
達
成
に
向
け
た
取
組

５
章
計
画
の
着
実
な
推
進
に
向
け
て

６
章
計
画
期
間
中
の
財
政
収
支
計
画

資
　
料
　
編

計
画
の
策
定
に
当
た
っ
て

２
章
市
バ
ス
事
業
の
現
状
と
課
題
等

３
章
計
画
の
基
本
的
な
考
え
方

４
章
目
標
達
成
に
向
け
た
取
組

５
章
計
画
の
着
実
な
推
進
に
向
け
て

６
章
計
画
期
間
中
の
財
政
収
支
計
画

１
章

１
章



　市バスでは、平成24（2012）年度に、交通局の全職員が市民やお客様の声に応え、満足
をいただくために取り組むサービスについての約束として「市バスサービスポリシー」を策
定しました。

⑥ お客様満足度

　多くのお客様と直接顔を合わせる交通局職員の一人ひとりが、お客様に満足いただける
サービスを常に意識し、サービスポリシーの実践を通してサービス向上に取り組んでいます。

　また、市バスサービスにおけるお客様満足度を調査する「市バスお客様アンケート調査」
を実施し、お客様の満足度、不満足度を継続的なサービス向上に向けた取組に活用してい
ます。

　平成29（2017）年度におけるお客様満足度の調査結果については、市バスのサービス全
般についての評価である「総合満足度」が59．5％となり、調査開始以降、最も高い評価とな
りました。

市バスサービスポリシー
安全・安心な運行サービスを最優先で提供する市バスの職員全員が、市民やお客様の
声に応え、満足をいただくために取り組むサービスについての市民やお客様への約束
4つの柱に沿って定めた「サービスポリシー」と、それを実現するため、職員がサービス
業務を行うに当たっての価値や行動判断の基準となる「行動基準」で構成

定義

構成

どのようなときも安全最優先で行動し、お客様や周囲の人が
「安全を実感できる市バス」をめざします。
お客様の立場を理解して親切丁寧に行動し、
お客様が「安心・信頼してご利用できる市バス」をめざします。

お客様が「心地よく快適に利用できる市バス」をめざします。

お客様に「感謝の気持ちを伝え続ける市バス」をめざします。コミュニケーション

快 適

安心・信頼

安 全

　走行距離10万キロ当たりの有責事故発生件数については、平成29（2017）年度に0．38
件となり、過去5年で最も件数が低かった平成27（2015）年度と比べると0．19件増加しま
した。これは、「危険回避のための急操作」による転倒事故等の車内人身事故が増加したこ
とや、バスターミナル内での駐停車車両との接触事故等の静止物接触事故の増加が主な要
因です。

⑤ 安全な輸送サービス

走行距離10万キロ当たりの有責事故発生件数の推移（形態別）

（年度）

（件）

車両接触事故

通行人接触事故

自転車関係事故

車内人身事故

静止物接触事故

0.45

0.40

0.35

0.30

0.25

0.20

0.15

0.10

0.05

0.00
2013
（H25）

0.09

0.04
0.01

0.09

0.25

2014
（H26）

0.08

0.08

0.06

0.05
0.02

0.29

2015
（H27）

0.04

0.08

0.01
0.05
0.02

0.19

2016
（H28）

0.12

0.16

0.06

0.04

0.38

2017
（H29）

0.12

0.09

0.12

0.04
0.01

0.38

0.02

　今後も、自転車の車道走行の増加など、近年の道路走行環境の変化に加えて、高齢化の
進展に伴いこれまで以上にバスを利用する高齢者が増加することなどから、安全性の確保
に向けた取組がますます重要となってきます。
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般についての評価である「総合満足度」が59．5％となり、調査開始以降、最も高い評価とな
りました。

市バスサービスポリシー
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業務を行うに当たっての価値や行動判断の基準となる「行動基準」で構成
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構成

どのようなときも安全最優先で行動し、お客様や周囲の人が
「安全を実感できる市バス」をめざします。
お客様の立場を理解して親切丁寧に行動し、
お客様が「安心・信頼してご利用できる市バス」をめざします。

お客様が「心地よく快適に利用できる市バス」をめざします。

お客様に「感謝の気持ちを伝え続ける市バス」をめざします。コミュニケーション
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安 全

　走行距離10万キロ当たりの有責事故発生件数については、平成29（2017）年度に0．38
件となり、過去5年で最も件数が低かった平成27（2015）年度と比べると0．19件増加しま
した。これは、「危険回避のための急操作」による転倒事故等の車内人身事故が増加したこ
とや、バスターミナル内での駐停車車両との接触事故等の静止物接触事故の増加が主な要
因です。

⑤ 安全な輸送サービス

走行距離10万キロ当たりの有責事故発生件数の推移（形態別）

（年度）

（件）

車両接触事故
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自転車関係事故

車内人身事故

静止物接触事故
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0.38
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（H29）

0.12

0.09
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0.04
0.01
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　今後も、自転車の車道走行の増加など、近年の道路走行環境の変化に加えて、高齢化の
進展に伴いこれまで以上にバスを利用する高齢者が増加することなどから、安全性の確保
に向けた取組がますます重要となってきます。
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計画の基本的な考え方計画の基本的な考え方
第３章

　しかしながら、「コミュニケーション」の設問については、平成29（2017）年度の満足度が
50．8％となり、平成25（2013）年度の調査と比べると10．6ポイント上昇しているものの、
他の評価項目と比べ相対的に評価が低いことが分かりました。

　今後は、お客様満足度の分析結果等を踏まえ、継続的なサービス向上に向けた取組を一
層推進していく必要があります。また、さらなる市バスサービス向上に向けて、お客様満足
度の調査における客観性をさらに向上させる取組も重要です。

お客様満足度調査結果の推移

100.0

90.0

80.0

70.0

60.0

50.0

40.0

30.0

20.0

10.0

0.0

（%）

（年度）2017
（H29）

2016
（H28）

2015
（H27）

2014
（H26）

2013
（H25）

40.2

51.8

63.461.9

53.7

42.1

54.1

65.363.2

45.7

54.3
61.760.1

49.6

60.5
66.464.8

50.8

59.3
66.2 65.8

コミュニケーション 快適 安心・信頼 安全 総合満足度

55.4 52.1
59.2 59.5
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